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社会福祉法人筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、定款第１９条第３項の規定に基づき、職員の給与に関して 

必要な事項を定める。 

 （用語の定義） 

第２条 この規程において、職員とは、定款第１９条第２項の規定に基づき会長 

が任命したものを言う。 

 （給与の種類） 

第３条 この規程による給与とは、給料（基本給）、扶養手当、管理職手当、地域

手当、時間外勤務手当、宿泊手当、休日勤務手当、通勤手当、住宅手当、期末

手当及び勤勉手当とする。 

 （職員の等級） 

第４条  職員の給料は月給とし、給料表別表第１によるものとする。 

２ 職員の職務はその複雑、困難及び責任の度合に基づきこれを給与表に定める 

職務の級に分類するものとし、その分類に基準となる職務の内容は級別職務表 

別表第２によるものとする。 

 （給  料） 

第５条 職員の受ける給料の額は、その者の職務、資格、学歴、勤務年数、経験 

年数、その他の条件を勘案して会長が決定する。 

２ 第１項の規定にかかわらず、局長の給料については、指定職給料表別表第３ 

によるものとする。 

３  職員の初任給は、別表第４の定めるところにより、会長が決定する。 

４ 職員の給料は、職員として採用後、勤務した年数により区分した別表第１を 

適用する。ただし、勤務した年数区分の期間に到来した職員については、第８

条第２項の定めるところにより昇給させるものとする。 

 （辞令の交付） 

第６条 新たに職員として採用された者には採用の当日、給料の等級、号給等を

明示した辞令を交付する。 

２  前項の規定は、職員の昇給、昇格について準用する。 

 （昇  給） 

第７条 職員が既に受けている号給を受けるに至ったときから１２月をくだらな

い期間を良好な成績で勤務したときは、４号給上位の号給に昇給させることが

できる。 

２ ５５歳を超える職員に関する前項の規定の適用については、同項中「４号給」

とあるのは、「２号給」とする。 
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３ 職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号給を超えて行うことが

できない。 

４ 職員の昇給は、予算の範囲内で行わなければならない。 

５ 昇給の時期は、４月１日とする。 

 （昇格） 

第８条  昇格とは、職員の給料の級を１級上位の級に決定することをいう。 

２  昇格させた職員の給料月給は、昇格した前日に受けていた号級に対応する別

表第５に定める昇格時号級対応表の昇格後の号級欄に定める号級とする。 

 （給料の支払方法） 

第９条 給料の計算期間は、月の初日から月末までとし、その支給日は、毎月２ 

１日とする。その日が土曜日及び日曜日又は休日に当たるときは、その前日に 

支給する。 

２ 新たに職員となった者には、その日から給料を支給し、昇給等により給料額 

に異動を生じた者には、その日から新たに定められた給料を支給する。 

３ 職員が退職したときは、その日まで給料を支給し、死亡したときは、その月 

まで支給する。 

４ 前２項の規定により給料を支給する場合は、その月の現日数から勤務を要し 

ない日数を差し引いた日数を基礎とし、日割りによって計算する。 

 （扶養手当） 

第１０条  扶養手当は、職員と生計維持関係にあり、かつ他に生計の途がない次 

の扶養親族を扶養する職員に支給する。 

  (1) 配偶者 

  (2) 満２２才に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

  (3) 満２２才に達する日以降の最初の３月３１日までの間にある孫 

  (4) 満６０才以上の父母及び祖父母 

  (5) 満２２歳未満の弟妹 

(6) 心身障害者 

２  扶養手当の月額は、前項第１号及び第３号から第６号までに掲げる扶養親族

「以下「扶養親族たる配偶者、父母等」という。」については、１人につき６，５

００円、同項第２号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）につい

ては、１人につき１０，０００円とする。なお、前項第２号に該当する者のうち

満１６才の年度初めから満２２才の年度末までの子については、１人につき５，

０００円を加算する。 

 （管理職手当） 

第１１条 管理職手当は、管理または監督の地位にある職員のうちでその勤務の

特殊性に基づき、事務局長については別表第６に掲げる支給額、その他の職員
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については給料月額に別表第７に掲げるそれぞれの支給割合を乗じて得た額を

支給する。 

２ 職員が、月の１日から末日までの期間の全日数にわたって勤務しなかった場 

合は、管理職手当を支給しないものとする。ただし、第２１条第１項の場合及

び業務上負傷し又は疾病にかかり、第１８条の規定に基づいて勤務しないこと

につき会長の承認があった場合を除く。 

 （地域手当） 

第１２条 地域手当は、給料月額、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に１ 

００分の６を乗じて得た額とする。 

 （時間外勤務手当） 

第１３条 正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員には、正規の勤務

時間外に勤務した全時間に対して、第１５条に規定する勤務１時間当たりの給

与額に１００分の１２５（その勤務時間が午後１０時から翌日の午前５時まで

の間である場合は、１００分の１５０）を乗じて得た額を時間外勤務手当とし

て支給する。 

第１３条の２ 宿泊手当の額は、1 回あたり２，２００円とする。 

 （休日勤務手当） 

第１４条 社会福祉法人筑紫野市社会福祉協議会職員就業規則（昭和 56 年４月１

日施行）第１１条に規定する休日（以下「休日」という。）に勤務することを命

ぜられた職員には、勤務した全時間に対して勤務１時間につき、第１５条に規

定する勤務１時間当たりの給与額に、１００分の１２５から１００分の１３５

までの範囲内で、会長が定める割合を乗じて得た額を休日勤務手当として支給

する。 

２ 勤務の特殊性のため、会長が特に勤務日を定めた職員が、所定の休日に勤務

することを命ぜられた場合には、勤務した全時間に対して、前項で規定する休

日勤務手当を支給する。 

３ 前項に規定する職員の所定の勤務日が、休日に当たっても休日勤務手当は支

給しないものとする。 

 （勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第１５条 第１３条及び第１４条に規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料

の月額及びこれらに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗じその額を１週間

当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額とする。 

（通勤手当） 

第１６条  通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。 

(1) 交通機関を利用して通勤することを常例とする職員。ただし、通勤距離が   

片道２キロメートル未満であるものを除く（次号において同じ） 
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  (2) 自転車等を用いて通勤することを常例とする職員 

(3) 前各号の規定に該当する職員以外の職員（勤務公舎内に住み込む者を除 

く） 

２  通勤手当の月額は、次のとおりとする。 

  (1) 前項第１号の職員その者の１箇月の運賃等相当額。ただし、その額が４５， 

０００円を超えるときは、超える額の２分の１（超過額の２分の１が５，０ 

００円を超えるときは、５，０００円を限度とする）を４５，０００円に加 

算した額 

(2) 前項第２号の職員 

    イ  通勤距離が片道 2 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上  3 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者      4,500 円 

通勤距離が片道 3 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上  4 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者      6,000 円 

通勤距離が片道 4 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上  5 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者      7,000 円 

    ロ  通勤距離が片道 5 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上  7 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者      7,700 円 

    ハ  通勤距離が片道 7 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上  9 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者      9,500 円 

    ニ  通勤距離が片道 9 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 11 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者     11,500 円 

通勤距離が片道 11 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 15 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者       13,000 円 

    ホ  通勤距離が片道 15 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 20 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者       15,000 円 

    ヘ  通勤距離が片道 20 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 25 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者     18,000 円 

    ト  通勤距離が片道 25 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 30 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者     21,000 円 

通勤距離が片道 30 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 35 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者     24,000 円 

        通勤距離が片道 35 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 40 ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満の者     27,000 円 

  チ  通勤距離が片道 40 ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上の者                 30,000 円 

  (3) 職員が休暇、欠勤その他の事由により、月の当初から末日までの期間の全 

日数にわたって通勤しないときは、その月の通勤手当は支給しない。 

 （住宅手当） 

第１７条 住宅手当は次に掲げる職員に支給する。 

  (1) 自ら居住するため住居（貸間を含む）を借り受け、月額６，０００円を超

える家賃（使用料を含む。以下同じ）を支払っている職員。 

  (2) その所有に係る住居に居住している職員で世帯主である者。 

２  住宅手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲げ 

る額とする。 

  (1) 前項第１号に掲げる職員、次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に 

掲げる額（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた 

額） 

    イ  月額１７，０００円以下の家賃を支払っている職員 家賃の月額から６，

０００円を控除した額 
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    ロ  月額１７，０００円を超える家賃を支払っている職員 家賃の月額から 

１７，０００円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１ 

６，０００円を超えるときは１６，０００円）を１１，０００円に加算し 

た額 

  (2) 前項第２号に掲げる職員  ３，５００円 

 （給料の減額） 

第１８条 職員が勤務しないときは、その勤務しないことにつき、会長の承認が 

あった場合を除くほか、その勤務しない１時間につき給料の月額に１２を乗じ、 

その額を１週間の勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額を減額した給料 

を支給する。 

 （期末手当） 

第１９条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの 

日を基準日と言う。） に在職する職員に対して、それぞれの基準日から起算し 

て１５日を超えない範囲内において支給する。これらの基準日前１箇月以内に 

退職し、又は死亡した職員についても同様とする。 

２  期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっ 

ては退職し又は死亡した日現在、以下次条第２項において同じ。） において職 

員が受けるべき給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の月額

合計額に、６月支給の場合においては１００分の１２２.５、１２月に支給する

場合においては１００分の１３７.５を乗じて得た額に基準日以前６箇月以内

の期間におけるその者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。   

 (1) ６箇月 １００分の１００ 

(2) ５箇月以上６箇月未満 １００分の８０ 

(3) ３箇月以上５箇月未満 １００分の６０ 

(4) ３箇月未満 １００分の３０ 

３ 前項によるもののほか、給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計

額に、５級及び４級の職にあっては１００分の１０、３級の職にあっては１０

０分の５を乗じて得た額を加算した額を期末手当基準額とする。 

 （勤勉手当） 

第２０条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条においてこれらの 

日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前６箇月以 

内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、それぞれ基準日から起算して１ 

５日を超えない範囲内において支給する。これらの基準日前１箇月以内に退職 

し、又は死亡した職員についても同様とする。 

２  勤勉手当の額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあっ 
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ては退職し又は死亡した日現在、以下この項において同じ。）において受けるべ 

き給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に、１００分の８５を 

 

乗じて得た額の範囲を超えてはならない。 

３  前条の第３項の規定は、勤勉手当基礎額について準用する。この場合におい 

て同項中「前項」とあるのは「次条第２項」と読み替えるものとする。 

  附 則 

この規程は、議決の日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 （休職者の給与） 

第２１条 職員が業務上負傷し、または疾病にかかり休職にされたときは、その 

休職の期間中その者に給与の全額を支給する。 

 （局長職にある者の手当） 

第２２条 局長職にある者には、第１０条に規定する扶養手当、第１２条に規定

する地域手当、第１７条に規定する住宅手当、第１９条に規定する期末手当及

び第２０条に規定する勤勉手当は、支給しない。 

 （その他の任用職員） 

第２３条 福祉職員及び嘱託職員並びに臨時職員の給与は、予算の範囲内で会長

が別に定める。 

 （補則） 

第２４条 この規程の施行に関し、必要な事項は会長が定める。    

 

附  則 

 この規程は、昭和６１年３月２８日から施行し、昭和６１年４月分給与から適 

用する。 

附  則 

 この規程は、昭和６２年２月１３日から施行し、昭和６１年４月分給与から適 

用する。    

附  則 

 この規程は、昭和６３年１月２７日から施行し、昭和６２年４月分給与から適 

用する。    

附  則 

１  この規程は、平成元年２月３日から施行し、昭和６３年４月１日から適用す 

る。 

２  前項の規定に基づき、昭和６３年４月以降当該規定に基づき支払われた職員 

の給与は内金とする。  

附  則 
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 この規程は、平成２年１２月１９日から施行し、平成２年４月１日より適用す 

る。 

 （給与の内払） 

  改正前の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程の規定に基づいて既に支払われ

た平成２年４月１日から平成２年１２月３１日までの間の給与は改正後の規程の 

規定による給与の内払いとみなす。    

附  則 

 この規程は、公布の日から施行し、平成２年４月１日より適用する。      

附  則 

１ この規程は、公布の日から施行し、平成３年４月１日より適用する。ただし、 

平成３年１１月３０日までは、従前どおりとする。 

 （給与の内払） 

２  改正前の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程の規定に基づいて既に支払わ 

れた平成３年４月１日から平成３年１１月３０日までの間の給与は改正後の規

程の規定による給与の内払いとみなす。      

附  則 

 この規程は、公布の日から施行し、平成４年４月１日より適用する。      

附  則 

  この規程は、公布の日から施行し、定款変更に伴う条文の訂正については平成 

５年５月２８日、その他給与改訂については平成５年４月１日より適用する。      

附  則 

 この規程は、公布の日から施行し、平成６年４月１日より適用する。     

附  則 

 この規程は、公布の日から施行し、平成７年４月１日より適用する。      

附  則 

 この規程は、公布の日から施行し、平成８年４月１日より適用する。 

     附  則 

 この規程は、公布の日から施行し、平成９年４月１日より適用する。      

附  則 

 この規程は、平成１１年１月１４日から施行し、平成１０年４月１日より適用 

する。 

   附  則 

 この規程は、平成１１年１２月９日から施行し、平成１１年４月１日より適用 

する。 

   附 則 

 この規程は、平成１２年４月１日から施行する。    
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附 則 

 この規程は、平成１２年１２月１日から施行する。    

附 則 

 この規程は、平成１３年４月１日から施行する。    

附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成１４年２月２２日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この規程による改正後の社会福祉法人筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程 

附則第１項から第４項までの規定は、平成１３年４月１日から適用する。 

 （期末手当てに関する特例） 

３ 平成１４年３月に支給する期末手当の額に限っては、筑紫野市社会福祉協議 

会職員給与規程第１７条第２項の規定にかかわらず「１００分の５５」を「１ 

００分の４５」として得た額とする。 

 （給与の内払い） 

４ 改正前の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程の規定に基づいて、平成１３ 

年４月１日からこの規程施行の日の前日までの間に支払われた給与は、改正後 

の規程の規定による給与の内払いとみなす。  

附 則 

 （施行期日） 

 この規程は、平成１５年１月１７日から施行し（筑紫野市社会福祉協議会職員

給与規程の一部を改正する規程）、平成１５年１月１日から適用する。ただし、第

２条の規定は、平成１５年４月１日から施行する。   

 附 則 

（施行期日） 

 この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１５年１２月１日より施行する。ただし、第２条について

は、平成１６年４月１日から施行する。 

 （平成１５年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 平成１５年１２月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後の

社会福祉法人筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程第１９条第１項から第３項

の規定又は第２１条第１項から第３項までにより算定される期末手当の額（以

下この項において「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（規則で定め

る職員にあっては、第１号に掲げる額。以下この項において「調整額」という。）

に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上とな
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るときは、期末手当は支給しない。 

 (1) 平成１５年４月１日（同月２日から同年１２月１日までの間に新たに職員

となった者（同年４月１日に在職していた職員で任用の事情を考慮して規則

で定める者を除く。）にあたっては、新たに職員となった日（当該日が２以上

あるときは、当該日のうち規則で定める日）において職員が受けるべき給料、

管理職手当、扶養手当、調整手当、住居手当及び通勤手当の月額の合計額に

１００分の１・０７を乗じて得た額に同年４月から施行日の属する月の前月

までの月数（同年４月１日から施行日の前日までの期間において在職しなか

った期間、給料を支給されなかった期間その他の規則で定める期間がある職

員にあっては、当該月数から当該機関を考慮して規則で定める月数）を乗じ

て得た額。 

 (2) 平成１５年６月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に１００分の

１．０７を乗じて得た額。 

 附 則 

 この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成１６年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成１７年１２月１日より施行する。ただし、第２条について

は、平成１８年４月１日から施行する。 

 （平成１７年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 平成１７年１２月に支給する期末手当の額は、第１条の規程による改正後の

社会福祉法人筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程第１９条第１項から第３項

の規程又は第２１条第１項から第３項までにより算定される期末手当の額（以

下この項において「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額に相当する額

を減じた額とする。 

 (1) 平成１７年４月１日において職員が受けるべき給料、管理職手当、扶養手

当、調整手当、住居手当の月額の合計額に１００分の０．３６を乗じて得た

額に、同年４月から施行日の属する月の前月までの月数を乗じて得た額 

(2) 平成１７年６月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に１００分の

０．３６を乗じて得た額 
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附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１８年４月６日から施行し、平成１８年４月１日から適用

する。 

（特定の職務の級の切替え） 

２ 平成１８年４月１日（以下「切替日」という。）の前日においてその者が属し

ていた職務の級（以下「旧級」という。）が附則別表第１に掲げる職務の級であ

った職員の切替日における職務の級（以下「新級」という。）は、旧級に対応す

る同表の新級欄に定める職務の級とする。 

（号給の切替え） 

３ 切替日の前日において社会福祉法人筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程

（以下「給与規程」という。）別表１の給与表の適用を受けていた職員の切替日

における号給（以下「新号給」という。）は、次項に規定する職員を除き、旧級、

切替日の前日においてその者が受けていた号給（以下「旧号給」という。）及び

その者が旧号級を受けていた期間（会長が定める職員にあっては、会長の定め

る期間。）に応じて附則別表第２に定める号給とする。 

（職員が受けていた号給等の基礎） 

４ 附則第２項及び第３項までの規定の適用については、これらの規定に規定す

る職員が属していた職務の級及びその者が受けていた号給又は給料月額は、こ

の規程による改正前の給与規程及び細則等に従って定められたものでなければ

ならない。 

（給料の切替えに伴う経過措置） 

５ 切替日に受ける給料月額が切替日の前日において受けていた給料月額に達し

ないこととなる職員には、給料月額のほか、その差額に相当する額を給料とし

て支給する。 

６ 前項の規定による給料を支給される職員に関する給与規程第１９条第３項

（給与規程第２０条第３項において準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定の適用については、同項中「給料」とあるのは「給料と前項の規

定による給料の額との合計額」とする。 

附 則 

 この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は、平成１９年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、

平成２０年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の社会福祉法人筑紫野市社会福祉協議会職員給与

規程（以下「改正後の規程」という。）は、平成１９年４月１日から施行する。 

 （給与の内払） 

３ 改正前の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程の規定に基づいて既に支払わ

れた平成１９年４月１日から平成１９年１１月３０日までの間の給与は、改正

後の規程の規定による給与の内払とみなす。 

附 則 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 
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 この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （平成２１年６月に支給する期末手当及び勤勉手当に関する特例措置） 

１ 平成２１年６月に支給する期末手当及び勤勉手当に関する第１９条及び第２

０条の規定の適用については、第１９条第２項中「１００分の１４０」とある

のは「１００分の１２５」と、第２０条第２項中「１００分の７５」とあるの

は「１００分の７０」とする。 

 （施行期日） 

２ この規程は、議決の日から施行し、平成２１年６月１日から適用する。  

附 則 

 （施行期日） 

 この規程は、平成２１年１２月９日から施行する。ただし、第１条の規定は、

平成２１年１２月１日から適用し、第２条の規定は、平成２２年４月１日から施

行する。 

   附 則 

 この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規

定は、平成２３年４月１日から施行する。 

 （平成２２年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 平成２２年１２月に支給する期末手当の額は、改正後の社会福祉法人筑

紫野市社会福祉協議会職員給与規程第１９条第２項中の規定にかかわらず、こ

の規定により算定される期末手当の額から次に掲げる額の合計額に相当する額

を減じた額とする。 

 (1) 平成２２年４月１日において、次の表の給料表欄、職務の級欄及び号級欄

に掲げる以外の職員（以下この条において「減額改定対象職員」という。）に

あっては、平成２２年４月１日において減額改定対象職員が受けるべき給料、

管理職手当、扶養手当、地域手当及び住居手当の月額の合計額に１００分の

０．１９を乗じて得た額に同月から施行日の属する月の前月までの月数を乗

じて得た額   

職務の級  

 １級 １号級から９３号級まで 

 ２級 １号級から６４号級まで 

 ３級 １号級から４８号級まで 

 ４級 １号級から３２号級まで 

 ５級 １号級から２４号級まで 

(2) 平成２２年６月１日において減額改定対象職員であった者に同月に支給さ

れた期末手当及び勤勉手当の合計額に１００分の０．１９を乗じて得た額 

   附 則 
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 この規則は、議決の日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

 附 則 

 （施行期日） 

第１条 この規程は、平成２３年１２月１日から施行する。ただし、第２条の規

定は、平成２３年４月１日から施行する。 

（平成２３年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 平成２３年１２月に支給する期末手当の額は、社会福祉法人筑紫野市社

会福祉協議会職員給与規程第１９条第２項中の規定にかかわらず、この規定に

より算定される期末手当の額から次に掲げる額の合計額に相当する額を減じた

額とする。 

 (1) 平成２３年４月１日において、次の表の給料表欄、職務の級欄及び号級欄

に掲げる以外の職員（以下この条において「減額改定対象職員」という。）に

あっては、平成２３年４月１日において減額改定対象職員が受けるべき給料、

管理職手当、扶養手当、地域手当及び住居手当の月額の合計額の１００分の

０．２３を乗じて得た額に同月から施行日の属する月の前月までの月数を乗

じて得た額   

職務の級  

 １級 １号級から９３号級まで 

 ２級 １号級から７６号級まで 

 ３級 １号級から６０号級まで 

 ４級 １号級から４４号級まで 

 ５級 １号級から３６号級まで 

(2) 平成２３年６月１日において減額改定対象職員であった者に同月に支給さ

れた期末手当及び勤勉手当の合計額に１００分の０．２３を乗じて得た額 

   附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は公布の日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

  附 則 

この規程は、議決の日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 新たな給与表の給与月額が平成２７年３月３１日に受けていた給与月額に

達しない職員に対しては平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日まで

の３年間に限り、経過措置としてその差額を給与として支給する。 

   附 則 

  （施行期日） 

 １ この規程は公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 
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（給与の内払） 

 ２ 改正後の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程を適用する場合においては、

改正前の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程の規定に基づいて既に支払わ

れた給与は、改正後の筑紫野市社会福祉協議会給与規程の規定による給与の

内払とみなす。 

  附 則 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （給与の内払） 

２ 改正後の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程を適用する場合においては、

改正前の筑紫野市社会福祉協議会職員給与規程の規定に基づいて既に支払わ

れた給与は、改正後の筑紫野市社会福祉協議会給与規程の規定による給与の

内払とみなす。 

  附 則 

（施行期日等） 

第１条 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

（扶養手当に関する特例） 

第２条 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間の改正後給与 

規程第１０条第２項の適用については、同項中「前項第１号及び第３号から 

第６号までに掲げる扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、父母等」という。） 

については１人につき６，５００円、同項第２号に掲げる扶養親族（以下「 

扶養親族たる子」という。）については１人につき１０，０００円」とあるの 

は「前項第１号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者」という。）に 

ついては１０，０００円、同項第２号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族た 

る子」という。）については１人につき８，０００円（職員に配偶者がない場 

合にあっては、そのうち１人について１０，０００円）、同項第３号から第６ 

号に掲げる扶養親族（以下「扶養親族たる父母等」という。）については１人 

につき６，５００円（職員に配偶者及び扶養親族たる子がない場合にあって 

は、そのうち１人については、９，０００円）」とする。 


